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介護保険の理念 (介護保険の保険給付とは ) 

 

 

介護保険法第２条 

１  介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態に関し、必要な保険給付を行うも

のとする。 

 

２  保険給付は、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行われ

るとともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。 

居宅介護支援事業所は、適切なアセスメントの上で、利用者の心身の状況等を把握し、真に必要なサ

ービスを中立公正な立場から居宅サービス計画に位置付け、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪

化の防止を図ることが必要である。 

 

３  保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者の

選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設か

ら、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

高齢者はサービスの受け手という意識から十分な意思表示ができないことがあることから、サービスや

支援の提供の際には、たとえそれが善意によるものであったとしても、常に十分に利用者の意思を確認

し、利用者の立場に立った対応を行う必要がある。提供者側が一方的に行う内容では、利用者の自発的

な意思によるものとは言えない。 

居宅サービスは在宅における総合的な介護サービスの提供が基本となっており、居宅介護支援事業所

を中心として、各サービス事業所との連携のほか、市町村やボランティア等地域資源の活用や連携が必

要である。 

 

４  保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能な

限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

うに配慮されなければならない。 

サービス提供の内容や水準は、利用者の居宅での自立した生活が保障されるものである必要があり、

居宅介護支援事業所は、利用者にとって真に必要なサービスとは何かをモニタリングによって常に把握

し、居宅サービス計画の変更等について検討を行わなければならない。 

サービス担当者会議は、実際にサービスを提供している各居宅サービス事業者が課題や問題点等を

出し合い、適正な居宅サービスの位置付けや個々の介護サービス計画の立案に資するものでなければ

ならない。 
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利用者本位のサービス提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者と事業者の対等な立場の構築 

利用者の立場の理解 

理解 

利用者の立場に立ったサービス提供 

 

 

 

利用者本位の 

サービス提供 

 

 

 

 

 

 利用者の立場を踏まえた事業者による意識的な利用者へのアプローチ 

（利用者への積極的な情報開示、分かりやすく丁寧な説明） 

事業者は、利用者への情報開示や情報提供に当たっては、決して事務的にならず、利用者に積極的にアプ

ローチを行うとともに、利用者から積極的に希望や質問を言えるような雰囲気づくりを行う等、事業者と利用者が

対等な立場となることを意識する必要がある。 

また、障がい特性等利用者の心身の状況に合わせた説明の仕方の工夫等を積極的に行う必要がある。 

 

 重要事項説明の重要性 

「重要事項説明書」は、利用者にとって、どのようなサービスを受けられるのか、サービスを受けるに当たって

の留意事項は何かを知り、事業所を選択する判断材料であることから、懇切丁寧な説明を行う必要がある。 

重要事項説明の不備は、サービスに関する利用者とのトラブルや利用者の不利益となることがあるので、十分

留意する必要がある。 

【過去の主な指導事項】 

○「重要事項説明書」の説明、交付いずれかの手続が行われていない 

○「重要事項説明書」に事故発生時の対応、苦情相談の窓口、苦情処理の体制及び手順等必要な事項が 

記載されていない 

○「重要事項説明書」と「運営規程」とで営業日時、通常の事業の実施地域等の項目に相違がある 

                                                               など 

利用者と事業者の対等な立場の構築 

（利用者が自由な選択ができる環境づくりを行うこと） 
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① 身近にある人権 

 高齢者の人権 

年齢を重ねるにしたがって体力が低下することは避けることはできませんが、個人差もあり、高齢期になっ

ても意欲的に社会参加している人はたくさんいます。年齢だけを理由に社会参加する機会を奪うことがあって

はなりません。 

高齢者が、社会の重要な一員として尊重され、就業をはじめ多様な社会活動に参加する機会が確保される

社会を形成することが必要です。 

 また、高齢者に対するあらゆる形態の虐待をなくさなければなりません。すべての人が年齢を重ねるごと

に充実感を感じ、健康かつ安全な生活を送ることができる、持続可能で適切な支援を提供する必要がありま

す。このような取組を通じて、活力ある高齢社会を築くことが必要です。 

 

 障がい者の人権 

身近なところで障がいのあるひともない人も当たり前に暮らす・・・そのためになくてはならないことが「バリ

アフリー」です。「バリアフリー」とは、行動や人間関係をさまたげるバリア（壁）をなくしていくことです。 

解消しなければならないバリアの一つに、一人ひとりのこころのバリアがあります。障がい及び障がいのあ

る人に対する理解と認識の不足から、就労における差別や入居拒否などの問題、社会福祉施設などの設置

に際して地域住民との摩擦（いわゆる施設コンフリクト）が発生するなどの問題もあります。 

一人ひとりが、こころのバリアをなくしていくことが必要です。 

 

 同和問題 

同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程で形づくられた身分階層構造により、日本国民の一部の

人々が長い間、経済的、社会的、文化的に低位の状態を強いられ、現在でも日常生活の上で差別を受けるな

どの日本固有の人権問題です。 

財政上の特別措置としての同和対策事業は平成 14(2002)年で終了しましたが、インターネット上での差別

的な書き込み等の差別事象が発生しており、同和問題が解決されたとは言えない状況であり、大阪府では総

合相談事業の実施による相談の受付や人権総合講座の開催、人権啓発誌の作成・配布による啓発を行って

いるところです。 

平成 28(2016)年に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」の趣旨も踏まえ、引き続き同和問題

解決に向けた取組を推進しています。 

 

利用者の立場の理解 
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 外国人の人権 

大阪府には、166か国・地域、約24万6千人の外国人が暮らしており、府民の36人に１人が外国人とい

う計算になります（令和3（2021）年12月31日現在）。 

差別落書きのほか、外国人であることを理由にした入居等の拒否といった差別的な対応が起こったり、賃

金や労働時間が日本人と異なるなど、就労において不利益な扱いを受けたりする事例もあります。また、日

本語での会話やコミュニケーションがうまくいかなかったり、騒音やゴミ出しなど文化や生活習慣の違いによ

り住民と摩擦が生じたりする事例もあります。 

 大阪府で暮らしている外国人の約４割は韓国籍・朝鮮籍の人です。その多くは日本が朝鮮半島を領土と

していた歴史的経緯により、第二次世界大戦以前から暮らしている人とその子孫です。現在、この人たちの

中には、差別を避けるため、本名ではなく日本名（通名）で生活する人もいます。 

 

 ＨＩＶ陽性者の人権 

ＨＩＶ感染症に対する誤った知識や偏見から、感染を理由とした就職拒否や入居拒否などの人権侵害が起

こっています。 

ＨＩＶは、陽性者と一緒にいても日常生活での接触で感染することはありません。主な感染経路は性行為

で、誰もが感染する可能性がありますが、コンドームを使用するなど正しい知識を持って行動することで、感

染を防ぐことが可能です。また、ＨＩＶに感染しても、現在では医療の進歩により、治療を続けながら感染する

前と同じ生活を続けることが可能です。 

一人ひとりが正しい知識を持ち、ＨＩＶ陽性者が安心して学び、働き、生活できる社会を築くことが必要で

す。 

 

 ハンセン病回復者の人権 

ハンセン病とは、らい菌によって引き起こされる病気です。しかし、らい菌の病原性は非常に低く、感染す

ることはきわめてまれであり、感染しても発病する人はさらに少なくなります。また、優れた治療薬が開発され

ていて、早期発見・早期治療により後遺症を残さずに治る病気になっています。 

明治時代に「ハンセン病は感染症」という情報が日本にも入ってきましたが、それまで信じられていた遺伝

病説は完全には消えず、それに加えて必要以上に感染症であることが強調され、社会に広まりました。法律

による強制的な隔離政策が平成８(1996)年に「らい予防法」が廃止されるまでの間進められ、そのことが社会

の偏見や差別意識を助長し、患者やその家族に大きな苦難と苦痛を強いてきました。 

過去にあった宿泊拒否に見られるように、病気に対する根強い誤解や無理解がハンセン病療養所入所者

の地域社会への復帰や交流を妨げています。入所者が地域社会へ復帰・交流することのできる環境をわた

したちみんなで早く整え、二度とこうした間違いが起こらないようにしていくことが必要です。 
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 こころの病 

「こころの病」と言っても、種類も症状もさまざまで、原因が分かっていないものが多くあります。例えば、う

つ病と診断された場合でも、ストレスがきっかけの場合もあれば、身体の病気と関係していることもあります。 

こころの病で通院や入院をしている人たちは、国内で４１９万人（平成２９(2017)年厚生労働省患者調査）で

す。また、生涯を通じて５人に１人がかかるとも言われています。しかし、「こころの病は特別な人がかかるも

の」という、古くからの慣習や風評などから生じる先入観や偏見が解消されたとは言えず、また、このため生き

づらさや生活しづらさに苦しんでいる人たちがいます。 

こころの病は誰でもかかりうる病気であり、こうした先入観や偏見にとらわれないことが大切です。 

 

 性的マイノリティの人権 

「生物学的な性」（からだの性：生物学的な体の特徴が男性か女性か）と「性自認」（こころの性：自分の性を

どのように認識しているか）が一致している人や、「性的指向」（恋愛感情や性的な関心がどの性別に向いて

いるか）が異性に向いている人が多数派とされる一方で、これらにあてはまらない性的マイノリティ（少数者）

がいます。性的マイノリティの人権問題に関する社会の理解はまだ十分に進んでおらず、差別や偏見が存

在する中、多くの当事者が生きづらさを感じています。 

近年、国内で行われた複数の民間の調査結果によると、性的マイノリティの人は全人口の約３～１０％いる

といわれています。全人口の１０％というと約１０人に１人の割合です。生きづらさを感じている当事者は、あ

なたの周りにもいるかもしれません。 

性のあり方は人それぞれです。大切なのは、その人がどれに当てはまるかを考えるのではなく、何に困っ

ているかを一緒に考える意識や態度を身につけることです。 

 

 個人情報保護 

個人情報は、わたしたちが日常生活や事業活動などを営んでいく上で、その利用が必要不可欠なもので

す。一方、その内容に誤りがあったり、本人に無断で収集や提供がなされた場合、プライバシーなどの個人

の権利や利益を侵害するおそれがあります。 

平成15(2003)年に制定された「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）では、国・地方公共団体

の責務や個人情報取扱事業者の義務等を定めており、この法律に基づき、国・地方公共団体は自らが保有

する個人情報の保護に関する法律や条例を定め、また、個人情報保護委員会等では個人情報取扱事業者

が守るべきガイドラインを定めています。 

大阪府では、大阪府個人情報の保護に関する法律施行条例を令和５年４月１日から施行しています。 

 

 

《大阪府人権白書 ゆまにてなにわver.36 から抜粋・要約》 
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生活への満足感や生活の充実度は、一人ひとりの利用者が生活してきた生活様式や生活習慣、

考え方、価値観、生活信条、家族の状態、生きてきた時代背景等によって人それぞれ異なり、特に

高齢者には65年以上の人生の重みがある。 

このため、サービス提供に当たっては、身の回りの介護だけでなく、広い範囲での主体的な生活

活動を支援するといった観点に立ち、画一化して対応するのではなく、一人ひとりに着目して考え

るという視点が極めて大切である。 

そのためには、利用者の尊厳の保持とプライバシーの保護を基本に据えることが不可欠であり、

事業者は継続的な取組を行う必要がある。 

 

【利用者の立場に立ったサービス提供の視点】 

 日常生活の支援において、いかなる場合であっても強制的な言動、暴言、体罰、差別的な言動をしていな

いか 

 介護や運営の効率化を重視するあまり、日常生活に不必要な規制や行動制限を強いていないか 

 記憶障がいや認知力、判断力の低下等認知症に関する症状があることをもって、直ちに主体性や自己決

定する能力がないと判断していないか 

 視覚障がい者や聴覚障がい者、言語障がいのある人、外国人等、文字や話し言葉によるコミュニケーショ

ンに困難がある人に対して、点字や手話、身振り手振り、カード、絵文字等の手段を柔軟に用いて意思疎

通の円滑化に努めているか 

 サービス提供に当たっては、ＡＤＬや介護の必要度等現在の状態からだけで利用者を理解するのではな

く、一人ひとりの生きてこられた時代背景についての知識を積み重ね、豊かな想像力をもって利用者の永

い人生に思いを馳せ、その延長線上で現在の状況を理解しているか 

 人格を尊重し、年長者に対する礼を尽くし、不快な言葉や子ども扱いした言葉を使わず、暖かで親しみや

すい雰囲気を持った会話を心がけているか 

 常に利用者の意向や希望を確認し、反映させるよう努めているか 

 介護者には仕事を通じて知り得た情報について守秘義務があり、普段の会話でも話題にしないよう気を付

けているか 

利用者の立場に立ったサービス提供 

（一人ひとりに着目したサービス提供を行うこと） 
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指定居宅サービス事業者等の指導（監査）の実施に関する要綱の改正について 

 

運営（実地）指導における標準化・効率化に資する取り組み等を推進する観点か

ら、「介護保険施設等の指導監査について」（令和４年３月 31 日老発 0331 第６

号厚生労働省老健局長通知）において新たに定められた「介護保険施設等指導指

針」及び「介護保険施設等監査指針」の趣旨を踏まえた指導監督を実施するため、

「寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指導の実施に関する要綱」及び「寝屋川

市指定居宅サービス事業者等の監査の実施に関する要綱」の改正を行いました。 

主な改正ポイントは以下のとおりです。 

 

１ 集団指導について 

  実施方法の追加 

  一定の場所に集めて行う講習形式の他、オンライン等（オンライン会議シス 

テム、ホームページ等）の活用による動画の配信等による実施方法も可能とす

ることとしました。 

２ 運営指導について 

  指導形態 

  運営（実地）指導の指導形態を、次のとおりとしました。 

 ⑴ 介護サービスの実施状況指導 個別サービスの質（施設・設備及び利用者

等に対するサービスの提供状況を含む。）に関する指導 

⑵ 最低基準等運営体制指導 基準等に規定する運営体制に関する指導（次号

に掲げるものを除く。） 

⑶ 報酬請求指導 加算等の介護報酬請求の適正実施に関する指導 

  これらについて、オンライン会議システム等を活用した遠隔での指導も可能

とすることとしました。 

  →このことにより、実地指導という名称を「運営指導」に改めることになり

ました。 

３ 監査について 
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  監査への変更 

  監査を実施する理由を、以下のとおりとしました。 

⑴ 基準等に従っていない状況が著しいと認められる場合又はその疑いがあ

ると認められる場合 

⑵ 介護報酬請求について、不正を行っていると認められる場合又はその疑い

があると認められる場合 

⑶ 不正の手段による指定等を受けていると認められる場合又はその疑いが

あると認められる場合 

⑷ 高齢者虐待等により、利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしてい

ると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合 

また、運営指導を実施中に監査へ変更するに当たっては、根拠規定等を含め

て監査を実施する旨を口頭により通告することができるものとしました。 
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寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指導の実施に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護保険に係る指定居宅サービス事業者等に対する指導に

係る基本的事項を定めることにより、介護給付等対象サービスに関する質の確

保及び保険給付の適正化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 法 介護保険法（平成９年法律第123号）をいう。 

⑵ 旧法 健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第

130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第26

条の規定による改正前の法をいう。 

⑶ 指定居宅サービス事業者等 法第23条又は旧法第23条に規定する居宅サ

ービス等（居宅サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型サ

ービス（これに相当するサービスを含む。）、居宅介護支援（これに相当する

サービスを含む。）、施設サービス、介護予防サービス（これに相当するサー

ビスを含む。）、地域密着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含

む。）若しくは介護予防支援（これに相当するサービスを含む。）をいう。以

下同じ。）を担当する者又はこれらの者であった者 

⑷ 基準等 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サー

ビス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成30

年寝屋川市条例第55号）及び居宅サービス等に関し厚生労働省が定める基準

等 

２ 前項各号に掲げるもののほか、この要綱における用語の意義は、法又は旧法

の例による。 

（指導方針） 

第３条 指導は、指定居宅サービス事業者等に対し、基準等に定める事項その他

必要と認める事項について周知徹底を図るものとする。 

（指導の種類等） 
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第４条 指導の種類は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 集団指導 指導の対象となる者を必要な指導の内容に応じ、一定の場所に

集めて講習形式で行う指導又はそれに準ずる方法により行う指導 

⑵ 運営指導 次の形態により、指導の対象となる者の事業所における面談形

式で行う指導又はそれに準ずる方法により行う指導 

ア 一般指導 寝屋川市が単独で行う指導で、別に定める基準により選定し 

て計画的に行う指導又は必要に応じて緊急に行うもの 

イ 合同指導 厚生労働省、大阪府又は他市町村と寝屋川市が合同で行う指

導 

（指導対象） 

第５条 指導は、全ての指定居宅サービス事業者等を対象とし、効率的な指導を

行う観点から、その選定については一定の方針に基づき行う。 

⑴ 集団指導の対象 集団指導の対象は、寝屋川市が指導に関する権限を有す

る全ての指定居宅サービス事業者等とする。 

⑵ 運営指導の対象の選定基準 

ア 一般指導 

(ア) 市長が定める実施計画に基づき、指定居宅サービス事業者等から選定

する。 

(イ) (ア)に掲げるもののほか、特に一般指導を要すると認める指定居宅サー

ビス事業者等から選定する。 

イ 合同指導 一般指導の対象とした者のうち、合同指導を要すると認める

指定居宅サービス事業者等から選定する。 

（指導の内容） 

第６条 運営指導の内容は、次の各号に掲げる事項とする。 

⑴ 介護サービスの実施状況指導 個別サービスの質（施設・設備及び利用者

等に対するサービスの提供状況を含む。）に関する指導 

⑵ 最低基準等運営体制指導 基準等に規定する運営体制に関する指導（次号

に掲げるものを除く。） 

⑶ 報酬請求指導 加算等の介護報酬請求の適正実施に関する指導 

（実施方法等） 
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第７条 第４条第１号に規定する集団指導は、次の各号のとおり実施する。 

⑴ 実施通知 あらかじめ集団指導の日時、場所、出席者、指導内容等を文書

により通知する。 

⑵ 指導方法 指定居宅サービス事業者等に対して、指導内容の理解を深める

ため質問、個別相談等の機会を設けるとともに、大阪府が実施する指導内容

との整合を図るため、事前に情報提供等必要な連携を図る。 

２ 第４条第２号に規定する運営指導は、次の各号のとおり実施する。 

⑴ 実施通知 運営指導の対象者を決定したときは、あらかじめ次に掲げる事

項を文書により当該運営指導の対象者に通知する。ただし、指導対象となる

事業所において高齢者虐待が疑われているなどの理由により、あらかじめ通

知したのでは当該事業者の日常におけるサービスの提供状況を確認するこ

とができないと認められる場合は、指導開始時に次に掲げる事項を文書によ

り通知するものとする。 

ア 運営指導の根拠規定及び目的 

イ 運営指導の日時及び場所 

ウ 指導担当者 

エ 出席者 

オ 準備すべき書類等 

カ その他運営指導の実施に関し必要な事項 

⑵ 指導方法 運営指導の対象の関係者から関係書類等を基に説明を求め、面

談方式又はそれに準ずる方式で行い、その結果については、必要に応じて関

係者に対して講評を行う。 

（運営指導の結果通知等） 

第８条 運営指導の結果は、当該運営指導の対象者に対して、後日文書により通

知する。 

２ 運営指導の結果、人員、施設及び設備又は運営について改善を要すると認め

られる事項及び介護報酬について不正には当たらない軽微な誤りが認められ、

過誤による調整を要すると認められる事項には、その旨を前項に規定する文書

において通知するとともに、当該通知した事項について文書により報告するよ

う求めるものとする。 
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（自主点検の指導等）  

第９条 前条第２項の場合において、過誤による調整を要すると認められるとき

は、当該運営指導の対象者に対しサービス提供を行った全ての事例に関して、

自主的に点検させるとともに、当該自主点検の結果、更なる過誤が確認された

ときは、当該過誤による調整を行うよう指導するものとする。 

（監査への変更） 

第10条 運営指導を実施中に次の各号のいずれかに該当する状況を確認した場合

は、運営指導を中止し、寝屋川市指定居宅サービス事業者等の監査の実施に関

する要綱（令和４年５月27日制定）に定めるところにより、直ちに監査を行い、

事実関係の調査及び確認を行うものとする。 

⑴ 基準等に従っていない状況が著しいと認められる場合又はその疑いがあ

ると認められる場合 

⑵ 介護報酬請求について、不正を行っていると認められる場合又はその疑い

があると認められる場合 

⑶ 不正の手段による指定等を受けていると認められる場合又はその疑いが

あると認められる場合 

⑷ 高齢者虐待等により、利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしてい

ると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合 

（関係行政機関等との連携） 

第11条 必要に応じて関係行政機関等と連携を図り、情報交換等を行うことで適

切な集団指導及び運営指導の実施を行うものとする。 

（委任等） 

第12条 この要綱に定める文書等の様式及びこの要綱の施行について必要な事項

は、福祉部長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年５月27日から施行する。 
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寝屋川市指定居宅サービス事業者等の監査の実施に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護保険に係る指定居宅サービス事業者等に対する監査に

係る基本的事項を定めることにより、介護給付等対象サービスの質の確保及び

保険給付の適正化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 法 介護保険法（平成９年法律第123号）をいう。 

⑵ 旧法 健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第

130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第26

条の規定による改正前の法をいう。 

⑶ 指定居宅サービス事業者等 次に掲げる者をいう。 

ア 法第41条第１項に規定する指定居宅サービス事業者若しくは当該指定

に係る事業所の従業者又は指定居宅サービス事業者であった者若しくは

当該指定に係る事業所の従業者であった者 

イ 法第42条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者若しく

は当該指定に係る事業所の従業者又は指定地域密着型サービス事業者で

あった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者 

ウ 法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者若しくは当該指定

に係る事業所の従業者又は指定居宅介護支援事業者であった者若しくは

当該指定に係る事業所の従業者であった者 

エ 法第48条第１項第１号に規定する指定介護老人福祉施設若しくは指定

介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業者又は指定介護

老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業者であった者 

オ 法第48条第１項第２号に規定する介護老人保健施設の開設者、介護老人

保健施設の管理者又は医師その他の従業者 

カ 法第48条第１項第３号に規定する介護医療院の開設者、介護医療院の管
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理者又は医師その他の従業者 

キ 旧法第48条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設若しくは

指定介護療養型医療施設の開設者若しくは管理者、医師その他の従業者又

は指定介護療養型医療施設の開設者若しくは管理者、医師その他の従業者

であった者 

ク 法第53条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者若しくは当該

指定に係る事業所の従業者又は指定介護予防サービス事業者であった者

若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者 

ケ 法第54条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業

者若しくは当該指定に係る事業所の従業者又は指定地域密着型介護予防

サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であ

った者 

コ 法第58条第１項に規定する指定介護予防支援事業者若しくは当該指定

に係る事業所の従業者又は指定介護予防支援事業者であった者若しくは

当該指定に係る事業所の従業者であった者 

サ 法第115条の45の３第１項に規定する指定事業者若しくは当該指定に係

る法第115条の45第１項第１号に規定する第１号事業を行う事業者であっ

た者若しくは当該指定に係る第１号事業を行う事業所の従業者であった

者 

 ⑷ 基準等 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービ

ス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成30年 

寝屋川市条例第55号）及び居宅サービス等に関し厚生労働省が定める基準等 

２ 前項各号に掲げるもののほか、この要綱における用語の意義は、法又は旧法

の例による。  

（監査方針） 

第３条 監査は、次の各号に掲げる事案が生じた場合に、指定居宅サービス事業

者等に対し報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又

は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サービス事業者

等に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査（以下「立入検
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査等」という。）を行うことにより事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措

置を採ることを主な目的とする。 

 ⑴ 介護給付等対象サービスの内容及び介護報酬の請求について、基準等に従

っていない場合若しくはその疑いがあると認められる場合又は介護報酬の

請求について不正を行っていると認められる場合若しくはその疑いがある

と認められる場合 

 ⑵ 不正の手段により指定等を受けていると認められる場合又はその疑いがあ

ると認められる場合 

 ⑶ 介護給付費等対象サービスの利用者又は入所者若しくは入居者（以下「利

用者等という。）について、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援

等に関する法律（平成17年法律第124号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に基づき市町村が虐待の認定を行った場合又は高齢者虐待等により利用者

等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いがあると認められる場

合 

（監査対象の選定） 

第４条 監査は、次の各号に掲げる情報等を踏まえ、前条の目的のために必要が

あると認める場合に行うものとする。 

⑴ 通報、苦情、相談等に基づく情報 

⑵ 市町村が、高齢者虐待防止法に基づき虐待を認定した場合又は高齢者虐待

等により利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼしている疑いがある

と認められる情報 

⑶ 国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という｡)、地域包括支援センタ

ーへ寄せられる苦情 

⑷ 国保連又は保険者からの通報情報 

⑸ 介護給付費適正化システムの分析から特異傾向を示す指定居宅サービス

事業者等 

⑹ 法第115条の35第４項の規定に該当する報告の拒否等に関する情報 

⑺ 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指導の実施に関する要綱（令和４年 

５月27日制定）に基づく指導により確認した（その疑いがある場合も含む。）
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情報 

（監査方法等） 

第５条 監査は、次の各号に掲げる方法により実施する。 

 ⑴ 実施通知 監査の対象となる指定居宅サービス事業者等を決定したとき

は、次に掲げる事項を文書により、監査開始時に通知する。なお、法第23条

による運営指導を実施中に監査に変更した場合は、口頭により当該事項を含

め監査を実施する旨通告する。 

  ア 監査の根拠規定 

  イ 監査の日時及び場所 

  ウ 監査担当者 

  エ 監査対象指定居宅サービス事業者等の出席者 

  オ 必要な書類等 

  カ 虚偽の報告又は答弁、検査忌避等に関する罰則規定 

 ⑵ 情報提供等 監査の実施に当たっては、事前に、関係する保険者に情報提

供を行い、必要に応じ同時に監査を実施する等の連携を図るものとする。 

（行政上の措置） 

第６条 監査の結果、第３条各号に掲げる事案に係る事実（第３条第１号又は第

２号に係るものにあっては以下「指定基準違反等」といい、第３条第３号に係

るものにあっては以下「人格尊重義務違反」という。）が認められた場合には、

法第５章及び第６章並びに旧法第５章の規定により、次の各号に定めるところ

により行政上の措置を行うものとする。 

⑴ 勧告 指定居宅サービス事業者等（第４号から第７号までに掲げる行政上

の措置の対象となる者を除く。以下次号及び第３号について同じ。）に指定基

準違反等（介護報酬の請求に関するものを除く。）が確認された場合、当該指

定居宅サービス事業者等に対し、期限を定めて、文書により基準の遵守等の

措置をとるべきことを勧告することができるほか、当該期限内にこれに従わ

なかったときは、その旨を公表することがある。 

  なお、勧告した場合は、当該指定居宅サービス事業者等に対し期限を定め

て文書によりとった措置について報告を求めるものとする。 
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⑵ 命令 指定居宅サービス事業者等が正当な理由がなく前号の勧告に係る

措置をとらなかったときは、当該指定居宅サービス事業者等に対し、期限を

定めて、その勧告に係る措置を採るべきことを命令するほか、命令をした場

合には、その旨を公示するものとする。 

  なお、命令した場合は、当該指定居宅サービス事業者等に対し、期限を定

めて文書により採った措置について報告を求めるものとする。 

⑶ 指定の取消し等 指定居宅サービス事業者等に法第77条第１項各号、第78

条の10各号、第84条第１項各号、第92条第１項各号、第115条の９第１項各号、

第115条の19各号、第115条の29各号及び第115条の45の９各号並びに旧法第

114条第１項各号のいずれかに該当する指定基準違反等又は人格尊重義務違

反が確認された場合には、当該指定居宅サービス事業者等に係る指定を取り

消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力の停止をするこ

とがある。 

⑷ 設備の使用制限等 法第101条又は法第114条の３の規定により、介護老人

保健施設又は介護医療院が療養室等の設備や基準等で定める施設を有しな

くなったとき又基準等に適合しなくなったときは、当該施設の開設者に対

し、期間を定めてその全部若しくは一部の使用を制限し、若しくは禁止し、

又は期限を定めて修繕若しくは改築を命ずることがある。 

⑸ 変更命令 法第102条又は法第114条の４の規定により、介護老人保健施設

又は介護医療院に係る施設の管理者が当該施設の管理者として不適当であ

ると認めるときは、当該施設の開設者に対し、期限を定めて当該施設の管理

者の変更を命ずることがある。 

⑹ 業務運営の勧告、命令等  

ア 法第103条又は法第114条の５の規定により、介護老人保健施設又は介護

医療院において基準違反の事実が確認された場合は、当該施設の開設者に

対し、期限を定めて文書により基準等を遵守すべきことを勧告するほか、

これに従わなかったときは、その旨を公表することがある。 

 イ 正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該施設

の開設者に対し、期限を定めてその勧告に係る措置をとることを命令する
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ことあるほか、命令をした場合には、その旨を公示するものとする。 

   なお、勧告又は命令をした場合は、当該施設の開設者に対し、期限を定

めて文書により採った措置について報告を求めるものとする。 

⑺ 許可の取消し等 法第104条又は法第114条の６の規定により、介護老人保

健施設又は介護医療院における指定基準違反等又は人格尊重義務違反の内

容等が、法第104条第１項各号、法第114条の６第１項各号のいずれかに該当

する場合においては、当該施設に係る許可を取り消し、又は期間を定めてそ

の許可の全部若しくは一部の効力の停止をすることがある。 

⑻ その他 監査の結果については、文書により通知する。 

なお、前各号の規定に該当する場合は、それらの通知に代えることとし、

前各号の規定に該当しない改善を要すると認められた事項については、その

旨を通知し、期限を定めて報告を求めるものとする。 

（聴聞等） 

第７条 監査の結果、命令又は指定の取消し等若しくは許可の取消し等の処分（以

下「取消等処分」という｡)をしようとするときは、当該取消等処分の予定者に

対して、行政手続法（平成５年法律第88号）第13条第１項各号の規定に基づき

聴聞又は弁明の機会の付与を行うものとする。ただし、同条第２項各号のいず

れかに該当するときは、これらの規定は、適用しない。 

（経済上の措置） 

第８条 監査の結果、取消等処分（命令を除く。）を行った場合であって当該指定

居宅サービス事業者等が法第22条第３項に規定する偽りその他不正の行為に

より介護報酬の支払いを受けている場合には、その支払った額につきその返還

させるべき額（行政上の措置の実施日において、介護報酬の返還請求に関し消

滅時効の期限が到来しているものを除く。）を不正利得とし、当該支払いに関係

する保険者に対し、当該不正利得の徴収を行うよう要請するものとする。 

２ 前項の不正利得については、原則として、法第22条第３項の規定により、当

該返還させるべき額に100分の40を乗じて得た額を併せて徴収するものとす

る。 

（関係行政機関等との連携） 



21 

 

第９条 必要に応じて関係行政機関等と連携を図り、情報交換等を行うことで適

切な監査の実施に努めるものとする。 

（委任等） 

第10条 この要綱に定める文書等の様式及びこの要綱の施行について必要な事項

は、福祉部長が定める。 

  附 則 

この要綱は、令和４年５月27日から施行する。 
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指定地域密着型サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法 

 

所    管    庁 事        業        者 
  

 

集 団 指 導 

○一定の場所に対象事業者を召集し、講習会方

式又はそれに準じた方式により指導 

○指導内容 

・運営指導における主な指導事項 

・指定等の基準及び介護給付等の算定方法 

・介護保険制度の改正等の内容  等 

実施通知 

出席（視聴） 

集団指導 対象事業者 

全ての事業者。ただし、保険医療機関等において介

護保険法第 71 条の規定により事業者の指定があっ

たものとみなされた事業者（みなし事業者）を除く。 

運 営 指 導  

実施の根拠法令及び目的、実施日、実施時間、

実施場所、準備すべき書類、運営指導担当者

等をあらかじめ事業者に通知して実施。ただ

し、緊急を要するもの等については、当日通

知して実施 

 

○指定事業所又は法人事務所の所在地等にお

いて、対象事業者から事前又は当日に提出

を受け、又は閲覧に供された書類等を審査

するとともに、当該事業所等の管理者等か

らヒアリングを行うことにより実施 

 

○指導内容 

①介護サービスの実施状況指導 

個別サービスの質（施設・設備や利用者

等に対するサービスの提供状況を含む）

に関する指導 

②最低基準等運営体制指導 

基準等に規定する運営体制に関する指導

（③に関するものを除く。） 

③報酬請求指導 

加算等の介護報酬請求の適正実施に関す

る指導 

※適切でない請求が行われている場合は是 

正するよう指導（必要に応じて過誤調整） 

 

運営指導 対象事業者 

【一般指導】 

全ての事業者の中から、別に定める基準により選定し

計画的に実施 

【合同指導】 

厚生労働省、大阪府又は他市町村と合同で運営指導

を行うことが必要と認められる事業所を対象とし、適宜

実施 

 

実施通知 

指導実施 

監        査 

実施の根拠法令及び実施日、実施時間、実施

場所、監査担当者等を、監査開始時に事業者

に通知して実施。ただし、運営指導を実施中

に監査に変更した場合は、口頭により当該事

項を含め監査を実施する旨通告して実施 

 

【行政上の措置】 

○指定基準違反等が認められた場合、期限を定

めて基準を遵守すべきことを勧告 

○正当な理由がなく勧告に係る措置をとらな

かったときは、期限内にその勧告に係る措置

をとるべきことを命令 

※期限を経過し、なお相当期間を経た後も改     

善されない場合は、指定取消し等の処分対象 

監査 対象事業所 

次のいずれかに該当する行為がなされたあるいは疑わ

れる事業者 

・サービスの内容及び請求について、基準等に従ってい

ない 

・介護報酬請求の不正 

・不正の手段により事業者指定を受けた 

・利用者に対する虐待 

監査実施 

改善報告 

実施通知 

 

 

以下の監査対象に該当する場合は、監査を実施 

改善報告 

改善勧告 

改善命令 

再指導 

行政処分 
監査の結果、介護保険法に規定される
指定の取消し処分等に相当する事実が
確認された場合は、聴聞又は弁明の機
会の付与を経て行政処分 

 
欠席した事業者に対しては個別に指導すること

あり 

【行政上の措置】 
指定の取消し又は 
指定の全部若しくは一部の効力
の停止 
【経済上の措置】 

不正受給した介護報酬の返還

及び加算金の徴収(40/100) 



対象事業者 指導の目的等

対象事業者

2
3

《期限までに改善されな
か った》

《期限内に改善されな
かった》

完 了

監
　
　
査

完 了《期限内に改善された》

《期限までに改善された》

　　　　　《欠席》

《期限内に改善された》

《 期 限 内 に 改 善 さ れ な
かった》

完　　　了

指定地域密着型サービス事業者等に対する指導及び監査フロー図

完 了　　　　　《出席》

指
 
 
 

導

個別指導

完 了

再 指 導

集団指導

運営指導
適正・おおむね適正

改善が必要

監 査

聴聞又は
弁明の機会の付

与

指定取消し

直ちに指定取消し等には至ら
ないが、改善が必要と認めら
れる場合

指定取消し等の事由に該当
する場合

公 示
（公報登載）

結果通知

結果通知

改善勧告

改善報告書

処分通知

改善報告書

改善命令

たび重ねて指導を行っても改善が行
われない場合は、監査へ移行

次のいずれかに該当する行為がなされたある
いは疑われる事業者

・サービスの内容及び請求について、基準等
に従っていない
・介護報酬請求の不正
・不正の手段により事業者指定を受けた
・利用者に対する虐待

全ての事業者（ただし、保険医療機関等に
おいて介護保険法第71条の規定により事業
者の指定があったものとみなされた事業者
（みなし事業者）を除く。）

【一般指導】
全ての事業者の中から、別に定める基準に
より選定し計画的に実施

【合同指導】
厚生労働省、大阪府又は他市町村と合同で
運営指導を行うことが必要と認められる事
業所を対象とし、適宜実施

指定事業者全体のレベルアップを図ることを主眼として、介護保険法・制度の趣
旨・目的の周知及び理解の促進及び介護報酬に係る過誤・不正請求の防止の
観点から算定要件等の周知等、介護保険制度の適正な運営を図る

「サービスの質の確保と向上」「利用者の尊厳の保持」「高齢者虐待防止法

の趣旨」「適正な介護報酬の請求」等の観点から、事業所所在地において、

関係書類の閲覧とヒアリングを元に指導

①介護サービスの実施状況指導
個別サービスの質（施設・設備や利用者等に対するサービスの提供状況を含

む）に関する指導

②最低基準等運営体制指導
基準等に規定する運営体制に関する指導（③に関するものを除く。）

③報酬請求指導
加算等の介護報酬請求の適正実施に関する指導

※適切でない請求が行われている場合は是正するよう指導
（必要に応じて過誤調整）

改善報告書

期限を経過し、なお相当期間を経
た後も改善されない場合は、行政
処分の対象

指 定 の 全 部 又
は 一 部 の 効 力
の停止

行政処分

行政処分

返還命令返還額の確定
加算金の賦課

取消処分により事業者指定に係る欠格事由該当者となる者
＝ 当該指定取消し等に係る聴聞通知（行政手続法第15条）があった日前60日以
内に

役員等＊であった者

＊役員
イ 業務を執行する（合名会社、合資会社、合同会社の）社員・（株式会社

の）取締役・執行役又はこれらに準ずる者（社会福祉法人等の理事）
ロ 相談役、顧問等の名称を有するかどうかは問わず、イに掲げる者と同

等以上の支配力を法人に対し有するものと認められる者

＊事業者の使用人であって、事業者の事業所又は事業者が開設した施設を
管理する者

公 示

（公報登載）

次のいずれかに該当する行為がなされたあるいは疑われる
場合
・サービスの内容及び請求について、基準等に従っていない
状況が著しい
・介護報酬請求の不正
・不正の手段により事業者指定を受けた
・利用者に対する虐待

過誤調整
不適正な報酬算定
が見受けられる場合

過誤調整
不適正な報酬算定が
見受けられる場合

勧告に従わなかったとき

公 表

保険者

保険者

保険者
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指定地域密着型サービス事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】 

 

条文（参照条文を太字で表記） 参 照 条 文 

（指定の取消し等） 

第七十八条の十 市町村長は、次の各号のい

ずれかに該当する場合においては、当該指

定地域密着型サービス事業者に係る第四

十二条の二第一項本文の指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定の全部若しく

は一部の効力を停止することができる。 

一 指定地域密着型サービス事業者が、第七

十八条の二第四項第四号の二から第五号

の二まで、第九号（第五号の三に該当す

る者のあるものであるときを除く。）、第

十号（第五号の三に該当する者のあるもの

であるときを除く。）、第十一号（第五

号の三に該当する者であるときを除く。）

又は第十二号（第五号の三に該当する者

であるときを除く。）のいずれかに該当す

るに至ったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第七十八条の二第四項 

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに

該当する者のあるものであるとき。 

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第

七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から

第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の

二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 
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二 指定地域密着型サービス事業者が、第七

十八条の二第六項第三号から第三号の四

までのいずれかに該当するに至ったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 指定地域密着型サービス事業者が、第七

十八条の二第八項の規定により当該指定

を行うに当たって付された条件に違反し

たと認められるとき。 

 

四 指定地域密着型サービス事業者が、当該

指定に係る事業所の従業者の知識若しく

は技能又は人員について、第七十八条の

四第一項の市町村の条例で定める基準若

しくは同項の市町村の条例で定める員数

又は同条第五項に規定する指定地域密着

型サービスに従事する従業者に関する基

準を満たすことができなくなったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

第七十八条の二第六項 

三 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第一号又は前三号のいずれかに該当する者のあるも

のであるとき。 

三の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第一号の二又は第二号から第二号の三までのい

ずれかに該当する者のあるものであるとき。 

三の三 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第一号又は第二号から第二号の三までの

いずれかに該当する者であるとき。 

三の四 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第一号の二又は第二号から第二号の三ま

でのいずれかに該当する者であるとき。 

 

第七十八条の二第八項 

８ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認め

る条件を付することができる。 

 

 

第七十八条の四第一項 

指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定め

る員数の当該指定地域密着型サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

同条第五項 

５ 市町村は、第三項の規定にかかわらず、同項第一号から第四号までに掲げる事項については、厚生労働省令で定める範

囲内で、当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業

の設備及び運営に関する基準を定めることができる。 

 

〇 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（平成30年寝屋川市条例第55号） 
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五 指定地域密着型サービス事業者が、第七

十八条の四第二項又は第五項に規定する

指定地域密着型サービスの事業の設備及

び運営に関する基準に従って適正な指定

地域密着型サービスの事業の運営をする

ことができなくなったとき。 

 

 

 

 

六 指定地域密着型サービス事業者が、第七

十八条の四第八項に規定する義務に違反

したと認められるとき。 

 

七 指定地域密着型サービス事業者（地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護を

行うものに限る。）が、第二十八条第五

項（第二十九条第二項、第三十条第二項、

第三十一条第二項、第三十三条第四項、第

三十三条の二第二項、第三十三条の三第二

項及び第三十四条第二項において準用す

る場合を含む。第八十四条、第九十二条、

第百四条及び第百十四条の六において同

じ。）の規定により調査の委託を受けた場

合において、当該調査の結果について虚偽

の報告をしたとき。 

 

八 地域密着型介護サービス費の請求に関

し不正があったとき。 

 

 

 

 

 

第七十八条の四第二項 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、市町村の条例で定める。 

同条第五項 

５ 市町村は、第三項の規定にかかわらず、同項第一号から第四号までに掲げる事項については、厚生労働省令で定める範

囲内で、当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業

の設備及び運営に関する基準を定めることができる。 

 

〇 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（平成30年寝屋川市条例第55号） 

 

第七十八条の四第八項 

８ 指定地域密着型サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、

要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 

第二十八条第五項 

５ 市町村は、前項において準用する前条第二項の調査を第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着

型介護老人福祉施設、介護保険施設その他の厚生労働省令で定める事業者若しくは施設（以下この条において「指定居宅

介護支援事業者等」という。）又は介護支援専門員であって厚生労働省令で定めるものに委託することができる。 
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九 指定地域密着型サービス事業者が、第七

十八条の七第一項の規定により報告又は

帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられ

てこれに従わず、又は虚偽の報告をしたと

き。 

 

 

 

 

十 指定地域密着型サービス事業者又は当

該指定に係る事業所の従業者が、第七十

八条の七第一項の規定により出頭を求め

られてこれに応ぜず、同項の規定による質

問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁

をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当

該指定に係る事業所の従業者がその行為

をした場合において、その行為を防止する

ため、当該指定地域密着型サービス事業者

が相当の注意及び監督を尽くしたときを

除く。 

 

十一 指定地域密着型サービス事業者が、不

正の手段により第四十二条の二第一項本

文の指定を受けたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第七十八条の七第一項 

市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定地域密着型サービス事業者若し

くは指定地域密着型サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において

「指定地域密着型サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指

定地域密着型サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者

等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着型サービス事業者の当該指定に

係る事業所、事務所その他指定地域密着型サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他

の物件を検査させることができる。 

 

第七十八条の七第一項 

市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定地域密着型サービス事業者若し

くは指定地域密着型サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において

「指定地域密着型サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指

定地域密着型サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者

等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着型サービス事業者の当該指定に

係る事業所、事務所その他指定地域密着型サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他

の物件を検査させることができる。 

 

 

 

 

 

第四十二条の二第一項 

市町村は、要介護被保険者が、当該市町村（住所地特例適用被保険者である要介護被保険者（以下「住所地特例適用要介

護被保険者」という。）に係る特定地域密着型サービスにあっては、施設所在市町村を含む。）の長が指定する者（以下「指

定地域密着型サービス事業者」という。）から当該指定に係る地域密着型サービス事業を行う事業所により行われる地域密

着型サービス（以下「指定地域密着型サービス」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定地域密

着型サービスに要した費用（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に要した費用については、食

事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下こ

の条において同じ。）について、地域密着型介護サービス費を支給する。ただし、当該要介護被保険者が、第三十七条第一

項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の地域密着型サービスを受けたときは、この限り

でない。 
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十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域

密着型サービス事業者が、この法律その

他国民の保健医療若しくは福祉に関する

法律で政令で定めるもの又はこれらの法

律に基づく命令若しくは処分に違反した

とき。 

 

 

 

 

 

 

十三 指定地域密着型サービス事業者に係

る老人福祉法第二十九条第十八項の規定

による通知を受けたとき。 

 

 

 

十四 前各号に掲げる場合のほか、指定地域

密着型サービス事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をした

とき。 

 

十五 指定地域密着型サービス事業者が法

人である場合において、その役員等のうち

に指定の取消し又は指定の全部若しくは

一部の効力の停止をしようとするとき前

五年以内に居宅サービス等に関し不正又

は著しく不当な行為をした者があるとき。 

 

 

 

 

 

介護保険法施行令第三十五条の五各号 

健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、医療法、 

身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉法、知的障害者福祉法、 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師法、老人福祉法、 

理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護福祉士法、義肢装具士法、 

精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、 

再生医療等の安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法律、 

公認心理師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床研究法 

【33法律】 

 

老人福祉法第二十九条第十八項 

18 都道府県知事は、介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定（地域密着型特定施設入居者生活介護の指定に係るもの

に限る。）を受けた有料老人ホームの設置者に対して第十六項の規定による命令をしたときは、遅滞なく、その旨を、当

該指定をした市町村長に通知しなければならない。 
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十六 指定地域密着型サービス事業者が法

人でない事業所である場合において、その

管理者が指定の取消し又は指定の全部若

しくは一部の効力の停止をしようとする

とき前五年以内に居宅サービス等に関し

不正又は著しく不当な行為をした者であ

るとき。 
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指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】 

 

条文（参照条文を太字で表記） 参 照 条 文 

（指定の取消し等） 

第百十五条の十九 市町村長は、次の各号の

いずれかに該当する場合においては、当該

指定地域密着型介護予防サービス事業者

に係る第五十四条の二第一項本文の指定

を取り消し、又は期間を定めてその指定の

全部若しくは一部の効力を停止すること

ができる。 

一 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、第百十五条の十二第二項第四号の

二から第五号の二まで、第九号(第五号の

三に該当する者のあるものであるときを

除く。)、第十号(第五号の三に該当する者

のあるものであるときを除く。)、第十一

号(第五号の三に該当する者であるときを

除く。)又は第十二号(第五号の三に該当

する者であるときを除く。)のいずれかに

該当するに至ったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第百十五条の十二第二項 

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

九 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、その役員等のうちに第四号の二

から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、その役員等のうちに第四号の二

から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人でない事業所で、その管理者が第

四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人でない事業所で、その管理者が第

四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 
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二 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、第百十五条の十二第四項第三号か

ら第六号までのいずれかに該当するに至

ったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

三 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、第百十五条の十二第六項の規定に

より当該指定を行うに当たって付された

条件に違反したと認められるとき。 

 

四 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、当該指定に係る事業所の従業者の知

識若しくは技能又は人員について、第百十

五条の十四第一項の市町村の条例で定め

る基準若しくは同項の市町村の条例で定

める員数又は同条第五項に規定する指定

地域密着型介護予防サービスに従事する

従業者に関する基準を満たすことができ

なくなったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第百十五条の十二第四項 

三 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、その役員等のうちに第一号又は

前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

四 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、その役員等のうちに第一号の二

又は第二号から第二号の三までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

五 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人でない事業所で、その管理者が第一

号又は第二号から第二号の三までのいずれかに該当する者であるとき。 

六 申請者(介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人でない事業所で、その管理者が第一

号の二又は第二号から第二号の三までのいずれかに該当する者であるとき。 

 

 

第百十五条の十二第六項 

６ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認め

る条件を付することができる。 

 

 

第百十五条の十四第一項 

指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町村の条例で定める基準に従い市町村の条

例で定める員数の当該指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

同条第五項 

５ 市町村は、第三項の規定にかかわらず、同項第一号から第四号までに掲げる事項については、厚生労働省令で定める範

囲内で、当該市町村における指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の

設備及び運営に関する基準を定めることができる。 

 

〇 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（平成30年寝屋川市条例第55号） 
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五 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、第百十五条の十四第二項又は第五

項に規定する指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準又は指定地域密

着型介護予防サービスの事業の設備及び

運営に関する基準に従って適正な指定地

域密着型介護予防サービスの事業の運営

をすることができなくなったとき。 

 

 

 

六 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、第百十五条の十四第八項に規定す

る義務に違反したと認められるとき。 

 

七 地域密着型介護予防サービス費の請求

に関し不正があったとき。 

 

八 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、第百十五条の十七第一項の規定に

より報告又は帳簿書類の提出若しくは提

示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の

報告をしたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第百十五条の十四第二項 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、市町村の条例で定める。 

同条第五項 

５ 市町村は、第三項の規定にかかわらず、同項第一号から第四号までに掲げる事項については、厚生労働省令で定める範

囲内で、当該市町村における指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の

設備及び運営に関する基準を定めることができる。 

 

〇 寝屋川市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（平成30年寝屋川市条例第55号） 

 

第百十五条の十四第八項 

８ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令

を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 

 

 

 

第百十五条の十七第一項  

市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者

(以下この項において「指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の

提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地

域密着型介護予防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該

指定地域密着型介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着型介護予防サービスの事業に

関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
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九 指定地域密着型介護予防サービス事業

者又は当該指定に係る事業所の従業者が、

第百十五条の十七第一項の規定により出

頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定

による質問に対して答弁せず、若しくは虚

偽の答弁をし、又は同項の規定による検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。た

だし、当該指定に係る事業所の従業者がそ

の行為をした場合において、その行為を防

止するため、当該指定地域密着型介護予防

サービス事業者が相当の注意及び監督を

尽くしたときを除く。 

 

十 指定地域密着型介護予防サービス事業

者が、不正の手段により第五十四条の二

第一項本文の指定を受けたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第百十五条の十七第一項  

市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者

(以下この項において「指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の

提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地

域密着型介護予防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該

指定地域密着型介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着型介護予防サービスの事業に

関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 

 

 

 

 

第五十四条の二第一項  

市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村(住所地特例適用被保険者である居宅要支援被保険者(以下「住所地特例適用居宅

要支援被保険者」という。)に係る特定地域密着型介護予防サービスにあっては、施設所在市町村を含む。)の長が指定する者(以

下「指定地域密着型介護予防サービス事業者」という。)から当該指定に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所によ

り行われる地域密着型介護予防サービス(以下「指定地域密着型介護予防サービス」という。)を受けたとき(当該居宅要支援被保

険者が、第五十八条第四項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出て

いる場合であって、当該指定地域密着型介護予防サービスが当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令

で定めるときに限る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定地域密着型介護予防サービスに要した費用(食事の提供に要

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)について、地域密

着型介護予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合

において、当該指定に係る種類以外の地域密着型介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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十一 前各号に掲げる場合のほか、指定地域

密着型介護予防サービス事業者が、この法

律その他国民の保健医療若しくは福祉に

関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違

反したとき。 

 

 

 

 

 

 

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域

密着型介護予防サービス事業者が、居宅サ

ービス等に関し不正又は著しく不当な行

為をしたとき。 

 

十三 指定地域密着型介護予防サービス事

業者が法人である場合において、その役員

等のうちに指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとす

るとき前五年以内に居宅サービス等に関

し不正又は著しく不当な行為をした者が

あるとき。 

 

十四 指定地域密着型介護予防サービス事

業者が法人でない事業所である場合にお

いて、その管理者が指定の取消し又は指定

の全部若しくは一部の効力の停止をしよ

うとするとき前五年以内に居宅サービス

等に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者であるとき。 

介護保険法施行令第三十五条の五各号 

健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、医療法、 

身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉法、知的障害者福祉法、 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師法、老人福祉法、 

理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護福祉士法、義肢装具士法、 

精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、 

再生医療等の安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法律、 

公認心理師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床研究法 

【33法律】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

3
5
 

令和元年度～令和４年度における事業者指定の取消し及び効力停止の事例（大阪府内） 

 

指定権者 内容及び期間 サービス種別 主 な 指 定 取 消 し・効 力 停 止 の 事 由 根拠規定 経済上の措置 

大阪府 
指定の取消し 

(R1.5.1) 
通所介護 

 事業開始時より生活相談員２名のうちの１名について虚偽の記載をし、指

定を受けた。また、指定後、この生活相談員が勤務している実態もないにも

かかわらず、介護報酬を請求した。 

第 77 条第１

項第９号 
なし 

大阪府 
指定の取消し 

(R1.7.1) 
訪問看護 

利用者A氏について、主治の医師による指示を受けることなく事業所の判断

により指定訪問看護を提供し、平成 29 年４月３日から平成 31 年２月 28 日ま

での間、当該利用者に係る376回分の居宅介護サービス費を不正に請求した。 

 利用者 B氏について、本件事業所の看護職員が指定訪問看護を提供していな

いにもかかわらず、当該職員が提供したとし、平成 29 年４月１日から平成 30

年６月 17 日までの間、当該利用者に係る 267 回分の居宅介護サービス費を不

正に請求した。 

第 77 条第 1

項第４号及

び第６号、  

第115条の９

第 1 項第 10

号 

不正請求に係

る返還額 

2,349,859円 

（加算金を含

まず） 

大阪府 

指定の効力の 

一部停止３か月 

(R1.8.1～10.31) 
訪問介護 

 サービス提供記録の作成及び整備並びに訪問介護員等の業務の実施状況の

把握について、平成 30 年の実地指導において指導を受けたにもかかわらず、

これを怠った。 

第 77 条第１

項第４号 
なし 

大阪府 

指定の効力の  

一部停止３か月 

(R1.12.1～R2.29) 

訪問介護 
 サービス提供記録の作成及び整備について、平成 30 年の実地指導において

指導を受けたにもかかわらず、これを怠った。 

第 77 条第１

項第４号 
なし 

大阪市 

指定の取消し 

（R1.10.31） 
訪問介護 

 法人代表者であり居宅介護支援事業の管理者兼介護支援専門員が、その立場

を利用して、利用者 12 名に対し、平成 29 年 2 月から平成 31 年 2 月までの

間、一部のサービス提供を行っていないにもかかわらず、サービス提供を行っ

たかのように装い、介護報酬を不正に請求し、受領した。 

また、その不正を隠ぺいするために、虚偽作成したサービス提供票を虚偽作

成する前の情報に書き替え、証拠書類の処分を図った。 

第 77 条第１

項第６号 

不正請求に係

る返還額 

5,965,971円    

（加算金を含

む） 
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大阪市 
指定の取消し 

（R1.10.31） 

介護予防型訪

問サービス 

生活援助型訪

問サービス 

 介護予防型訪問サービス、生活援助型訪問サービスと一体的に運営する指定

訪問介護において、介護給付費の請求に関する不正が行われた。 

第115条の45

の９第１項

第６号 

なし 

 

 

東大阪市 

指定の取消し 

（R1.12.1） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 新規指定の申請に当たり、実際の勤務予定者が1名（管理者兼サービス提供

責任者）のみであるにもかかわらず、訪問介護員として実在しない３名分の資

格を証する書類（介護福祉士登録証の写し）を不正に作成し、勤務予定者とし

て提出することにより、人員基準を満たしているように装って事業所の指定を

受けた。 

上記の実在しない訪問介護員のうち１名が退職したとして事業の休止を

届け出た後、訪問介護員として更に実在しない１名分の資格を証する書類（介

護福祉士登録証の写し）を不正に作成し、新たな勤務予定者とすることで人員

基準を満たしているように装って事業の再開を届け出た。 

第 77 条第１

項第９号及

び第10号 

第115条の45

の９第５号

及び第６号 

なし 

 

忠岡町 
指定の効力の 

一部停止６か月 

(R2.1.1～6.30) 

通所介護  

（第１号事業 

含む） 

 新規指定申請時に人員基準を満たさないことが明らかであるにも関わらず

人員基準に合わせた虚偽の申請書類を提出し、指定を受けた。 

また、処遇改善加算の算定要件を満たしていないにも関わらず不正に加算を

請求した。 

監査時において、虚偽申請のつじつまを合わせるために、書類を改ざんした

うえ、虚偽の答弁を行った。 

第 77 条第１

項第６号、第

７号、第８号

及び第９号 

第115条の45

の９第１項

第２号及び

第５号 

不正請求に係

る返還額 

50,298円    

（加算金を含

まず） 

大阪市 
指定の取消し 

（R2.4.30） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

利用者 20名について、2017 年（平成 29 年）１月から 2019 年（令和元年）

9 月まで間、一部のサービス提供を行っていないにもかかわらず、サービス提

供を行ったかのようにサービス提供票に実績を架空に計上し、介護給付費を不

正に請求し受領した。 

介護保険法

第 77 条第１

項第６号 

第115条の45

の９第６号 

不正請求に係

る返還額   

48,239,048円 

（加算金を含

む） 
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柏原市 
指定の取消し 

（R2.8.31） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 令和元年１１月８日より実施した監査において、法人代表者に帳簿書類その

他の物件の提出を求めたが、これに従わなかった。 

 監査において、市から事実確認をするために再三連絡をしたが、これに応じ

ず、事業所の営業の所在を不明な状態にし、監査の進行を妨げた。 

第 77 条第１

項第７号及

び第８号 

法第115条の

45 の９第１

項第６号 

なし 

茨木市 
指定の効力の 

全部停止３か月 

(R1.8.1～10.31) 

訪問介護 

・実地指導に対する改善報告を提出する際、全利用者について自主点検を行い

サービス提供記録がない請求を過誤調整するよう指導を受けていたにもか

かわらず、複数の利用者について過誤調整及び報告をしなかった。 

・サービス提供記録にサービスを断られた記録があるにもかかわらず、介護給

付費を不正に請求し受領した。 

・サービス提供実績の記録がないにもかかわらず、介護給付費を不正に請求し

受領した。 

・同一利用者に対し別のヘルパー名で同一時刻のサービス提供記録があり、サ

ービス提供者が不明なものについて、介護給付費を不正に請求し受領した。 

・一人のヘルパーが、同日同時間帯に複数の利用者にサービス提供した記録が

あり、誰が、いつサービスに入ったか不明でありながら、介護給付費を不正

に請求し受領した。 

・２時間未満の間隔でサービス提供をしたにもかかわらず、所要時間の合算を

行わずに、介護給付費を不正に請求し受領した。 

・身体介護のサービス提供について、算定する時間に満たないものを不  

 正に請求し受領した。 

第 77 条第１

項第６号 

不正請求に係

る返還額   

464,032円 

（加算金を含

まず） 

堺市 
指定の取消し 

（R2.10.11） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

実際には提供していないサービスを提供したかのように虚偽の提供記録等

を作成し、介護給付費及び介護予防給付費を請求し、受領した。 

実際には行っていない介護職員に対する処遇改善の実績を報告し、介護職員

処遇改善加算を不正に請求し受領した。 

第 77 条第１

項第６号 

第115条の45

の９第２号 

不正請求に係

る返還額 

11,984,377円 

（加算金を含

む） 
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東大阪市 

指定の効力の 

全部停止６か月 

(R3.2.1～7.31) 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

・複数回にわたり、実際には提供していないサービスについて、サービス提供

記録等の書類を作成したうえ、その報酬を不正に請求し、受領した。 

・一部の利用者について同一建物減算を適用せず報酬を不正に請求し、受領し

た。 

・指定に係る事業所とは別に所在する施設内に事業所としての実体を有するサ

ービス提供の拠点を設け、当該施設に居住する利用者に対し、同所を拠点と

してサービス提供を行った。 

第 77 条第１

項第６号及

び第10号 

第115条の45

の９第２号

及び第６号 

不正請求に係

る返還額 

1,835,363円    

（加算金を含

む） 

泉佐野市 
指定の取消し

（R3.3.24） 
訪問介護 

サービス提供を行っていないにも関わらず、これを行った旨を記載した虚偽

のサービス提供記録を作成し、介護給付費を請求、受領した。  

また監査時に虚偽のサービス提供記録の報告を行った。 

第 77 条第１

項第 ６号及

び第７号 

不正請求に係 

る返還額 

約 126,218,000 

円（加算金を含

む。） 

八尾市 
指定の取消し 

（R3.3.26） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 一体的に運営している指定同行援護・居宅介護・重度訪問介護事業所におい

て、指定取消処分に相当する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に違反する行為が認められた。 

法第 77 条第

１項第10号 
なし 

堺市 

指定の効力の 

全部停止３か月 

(R3.12.28～

R4.3.27) 

訪問介護 

介護予防訪問

サービス 

 利用者に対して入浴介助の後などにつなぎ服を着用させ、身体的拘束を行っ

た。 

 実際には買物同行を提供していないにもかかわらず、同サービスを提供した

かのように虚偽の記録を作成し、不正請求を行った。 

第 77 条第１

項第５号及

び第６号 

第 115 条の

45 の９第６

号 

不正請求に係

る返還額   

4,549,335円 

（加算金を含

む。） 

松原市 
指定の取消し 

（R4.7.19） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

・ 管理者が常時勤務していない期間があった。また、実態として管理者を配

置していない期間があった。 

・ 実態としてサービス提供責任者を配置していない期間があった。 

・ 管理者による従業者の管理及び業務の管理等が一元的に行われておらず、

また、従業者への運営基準遵守のための指揮命令もおこなわれていなかっ

た。 

・ サービス提供責任者が訪問介護計画を作成していなかった。また、サービ

ス提供責任者以外の者が作成した訪問介護計画書を、サービス提供責任者

が作成したかのように偽装した。 

第 77 条第１

項第３号、第

４号、第６

号、第11号及

び第115条の

45 の９第６

号 

不正請求に係

る返還額 

約 67,169,000

円（加算金を含

まず。） 
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・ 実態として配置すべき従業者の基準を満たしていなかった期間があるにも

関わらず、これを指定権者に届け出ず事業を継続し、介護給付費を不正に

請求し受領した。 

・ 介護職員処遇改善加算の算定要件を満たしていなかったにも関わらず、こ

れを満たしているとする虚偽の計画書を提出し、当該加算分の介護給付費

を不正に請求し受領した。 

・ 実態としてサービス提供責任者としての業務を行っていない者をサービス

提供責任者とする虚偽の変更届出書を提出し、人員基準を満たしているか

のように偽装した。 

・ 実際の配置日とは異なる日にサービス提供責任者を配置したとする虚偽の

変更届出書を提出し、人員基準を満たしているかのように偽装した。 

茨木市 
指定の取消し 

（R4.5.31） 

訪問介護（第

１号事業含

む） 

・令和元年６月から令和２年２月までの期間において、要介護の利用者につい

て、訪問介護員の資格がない従業者がサービス提供を行い、サービス提供を

行っていないサービス提供責任者の名前をサービス実施記録に記載し、介

護報酬を不正に請求し受領した。 

・要介護の利用者について、要支援から要介護に区分変更になった際に訪問介

護計画を作成していなかったにもかかわらず、提供したサービスについて、

令和２年９月の介護報酬を不正に請求し受領した。 

・要支援の利用者について、サービス提供責任者でない者が訪問介護計画を作

成し、提供したサービスについて、令和２年７月から令和２年９月まで第１

号事業支給費を不正に請求し受領した。 

・元従業者による日中のサービス実施記録が存在するにもかかわらず、法人代

表者が、元従業者は就労継続支援Ｂ型事業所に勤務しているため、９時から

17時以外の時間のみヘルパー業務を行ったことがあるという旨の虚偽の答

弁をした。 

・第１号事業（訪問介護相当サービス・訪問型サービスＡ）と一体的に運営す

る介護保険法上の訪問介護において、介護給付費の請求に関する不正及び

虚偽の答弁が行われた。 

第 77 条第１

項第６号及

び第８号第

115条の45の

９第２号及

び６号 

不正請求に係

る返還額   

286,282円 

（加算金を含

まず。） 



 

4
0
 

寝屋川市 
指定の取消し 

（R5.3.31） 
訪問介護 

・高齢者虐待の事実（つなぎ服を着用させることによる身体拘束）があった。 

・少なくとも令和４年１月から８月までの間、１人の訪問介護員が、同日同時

間帯に複数の利用者にサービス提供した記録があり、誰が、いつサービスに

入ったか不明でありながら、介護給付費の全部又は一部について、不正に請

求し受領した。 

・少なくとも令和４年１月から８月までの間、事業所で勤務していることが出

勤記録で確認できない時間帯の訪問介護員の名前でサービス提供記録を作

成し、介護給付費の全部又は一部について、不正に請求し受領した。 

・少なくとも令和４年１月から８月までの間、サービス提供記録にサービス提

供時間又はサービスを提供した訪問介護員の名前がなく、サービス提供の

実態が確認できないにもかかわらず、介護給付費の全部又は一部について、

不正に請求し受領した。 

第 77 条第１

項第５号及

び第６号 

不正請求に係

る返還額 

約 26,000,000

円（加算金を

含む。） 

寝屋川市 

指定の効力の全部 

停止３カ月 

（R5.3.31～

R5.6.29） 

訪問看護 

・高齢者虐待の事実（つなぎ服を着用させることによる身体拘束）があった。 

・高齢者虐待の事実（暖房がある室内であっても、寒さが厳しい時期に自力で

は起き上がることができない高齢者に掛布団をかけ床に放置した、及び緊

急時への対応の検討がなされておらず、応援体制も構築されていなかった。

）があった。 

第 77 条第１

項第５号 
なし 

 



地域密着型サービス事業者等に対する主な指導事項

地域密着型サービス共通

項目 よくある指摘事項 改善ポイント

【設備に関する基準】

設備及び備品等

○変更届を失念しているケースが見受けられた。 ・事業所の改築により、専用区画の配置等を変更した場合は、速やかに所管庁へ届け出ること。

【運営に関する基準】

内容及び手続の説明及

び同意

○「重要事項説明書」と「運営規程」の記載（営業日時、従業員数、通常の事業

の実施地域、サービス提供の内容、利用料及びキャンセル料など）に相違がある。

○契約を行った後で重要事項の説明を行っている。

○利用料が、利用者負担割合２割及び３割の利用者に対応する内容となってい

ない。

〇重要事項説明書に、緊急時の対応方法や事故発生時の対応としての緊急時に

おける連絡先について記載がない。

〇重要事項説明書又は運営規程に記載されているサービス提供時間、利用料等

が実態と異なる。

○重要事項説明書等の書面に第三者評価の実施状況が掲載されていない。

・運営規程の内容を基本にして整合させる必要があり、その内容は実態に即したものとすること。なお、運営規程の内容を変更

する場合は、所管庁に変更を届け出ること。

・サービスの提供の開始の際に、あらかじめ重要事項説明を行うこと。

・利用料については、利用者負担割合に応じて説明を行うこと。

・第三者評価の実施の無い場合は、現状実施していない旨を掲載すること。

参考：「高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価の実施に係る留意事項について」

（平成30年３月26日付け老発０３２６第８号）

心身の状況等の把握 ○サービスの提供に当たり、サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状

況、置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービス等について把握す

ること。

・サービス担当者会議の記録を作成し、保管しておくこと。

個別サービス計画の作

成

○利用者又はその家族に対し、サービス提供前に個別サービス計画の内容につい

て、説明・同意及び交付していない。

○個別サービス計画作成後、実施状況の把握を行い、必要に応じて個別サービス

計画を見直していない。

○個別サービス計画にサービスの提供を行う期間が記載されていない。（地域密着

型介護予防サービスのみ）

・個別サービス計画を作成（変更を含む。）した場合は、当該計画の内容等について利用者又はその家族に説明し、同意を

得た上で、サービスを提供する前に必ず交付すること。

・計画作成担当者（介護支援専門員）等は、個別サービス計画の作成後においても、サービスの実施状況や利用者の様態

の変化等の把握を行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。

・地域密着型介護予防サービスに係る個別サービス計画には、当該計画に基づきサービス提供を行う期間を記載すること。

サービスの提供の記録 〇サービスの開始時刻・終了時刻が、実際の時間ではなく、個別サービス計画に位

置付けられている標準的な時間となっている。

〇利用者の心身の状況の記録がない、または、単にサービス内容を記載したもの等

記録として不十分なものとなっている。

〇実施したサービスの具体的な内容が記載（入力）されていなかった。

○サービスの開始（終了）に当たって、利用者の被保険者証に入居（退居）の

年月日及び共同生活住居の名称を記載していない。（（介護予防）認知症対

応型共同生活介護のみ）

・サービスを提供した際の、提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況、その他必要な事項（サービス

提供者の氏名など）を記録すること。

・「利用者の心身の状況」の記録内容

　当該項目の記載がない、または、単にサービス内容を記載したもの等記録として不十分なものが見受けられるので、今後の

サービス提供に活かすために、利用者の心身の状況について把握した内容を記録すること。(例:「咳が続いている」「食事の呑み

込みが悪くなった」「体調がよかったので外出した」)等、体調などの変化にも注意した記載内容とする。

・認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の入居（退居）に際しては、利用者の被保険者証に入居（退居）の年

月日及び共同生活住居の名称を記載すること。

利用料等の受領 ○法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供する場合に利用者から受ける

利用料が、地域密着型介護サービス費用基準額との間に不合理な差額があるため

是正すること。

・利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した際に、その利用者

から支払を受ける利用料の額と、法定代理受領サービスである指定地域密着型サービスに係る費用の額の間に、一方の管理

経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けないこと。

41



地域密着型サービス事業者等に対する主な指導事項

地域密着型サービス共通

項目 よくある指摘事項 改善ポイント
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保険外サービス ○介護保険サービスと保険外サービスが、同じ運営規程等で定められている。

○介護保険サービスと保険外サービスの会計が区分されていない。

・介護保険給付の対象となる指定地域密着型サービスの次のようなサービスと明確に区分されるサービスについては、次のような

方法により別の料金設定をして差し支えない。

イ　利用者に、当該事業が指定地域密着型サービスの事業とは別事業であり、当該サービスが介護保険給付の対象とならな

いサービスであることを説明し、理解を得ること。

ロ　当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定地域密着型サービス事業所の運営規程とは別に定められていること。

ハ　会計が指定地域密着型サービスの事業の会計と区分されていること。

・介護保険サービスと保険外サービスを同時一体的に提供することや、特定の介護職員による介護サービスを受けるための指名

料や、繁忙期・繁忙時間帯に介護サービスを受けるための時間指定料として利用者の自費負担による上乗せ料金を徴収する

ことについては、単に生活支援の利便性の観点から、自立支援・重度化防止という介護保険の目的にそぐわないサービスの提

供を助長するおそれがあることや、家族への生活支援サービスを目的として介護保険を利用しようとするなど、利用者本人のニー

ズにかかわらず家族の意向によってサービス提供が左右されるおそれがあること、指名料・時間指定料を支払える利用者への

サービス提供が優先され、社会保険制度として求められる公平性を確保できなくなるおそれがあること等が指摘されており、認め

ていない。

参考：「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて」介護保険最新情報Vol.678

（平成30年9月28日）

高齢者虐待の防止 ○虐待と疑われるケースが見受けられても対応していない。

〇医療系サービスにおいて、必要な手続きのないままミトン等を使用している。

・事業者は従業者に対して研修の機会を提供するなど高齢者虐待の防止に関する取組みを行うこと。

(高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律　抜粋）

第二十条　養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、当該養介護施設に入

所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者及びその家族からの苦

情の処理の体制の整備その他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置を講ずるものとする。

参考：大阪府の認知症・高齢者虐待防止関連サイト

         「認知症施策・高齢者虐待防止」

         https://www.pref.osaka.lg.jp/kaigoshien/ninnshishou-gyakutai/index.html

　　　　　https://www.pref.osaka.lg.jp/kaigoshien/koreishagyakutai/index.html

　　　　　「身体拘束ゼロへの手引き」「大阪府身体拘束ゼロ推進標準マニュアル」

         https://www.pref.osaka.lg.jp/koreishisetsu/kyotuinfo/sintaikousoku.html
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領収証の発行 ○交付する領収証に保険給付対象額、その他の費用、医療費控除対象額を区

分して記載し、当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分し

て記載していない。

○医療費控除対象額に含まれない額を記載している。

○医療費控除額を記載していない。

・領収証には、医療費控除額を記載すること。

【医療費控除の対象となりうるサービス（概要）】

① 医療系サービス(訪問看護等)

② ケアプランにもとづき、①のサービスまたは医療保険の訪問看護と併せて利用している訪問（生活援助中心型の訪問介護

を除く）・通所サービス・短期入所生活介護　・小規模多機能型居宅介護等

③ 介護福祉士等による喀痰吸引等の対価（自己負担額の１０％）

参考１：「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の取扱いについて」

（平成12年6月1日付け老発第509号・平成18年12月1日事務連絡・平成22年1月21日事務連絡・平成25年1月25

日　事務連絡）

参考２：国税庁HP　「No.1127 医療費控除の対象となる介護保険制度下での居宅サービス等の対価」

　　　　　　https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/1127.htm

管理者の責務 ○管理者が従業者の管理、業務の実施状況の把握等の一元的な管理を行ってい

ない。

・管理者は従業者の出退勤やシフト等の管理のほか、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとともに、従業者

に対し、基準を遵守させるための指揮命令を適切に行うこと。

○介護保険法の基準における常勤の考え方を誤って理解している為、人員基準を

満たしていなかった。

○翌月の勤務表が前月末までに作成されていない。

○勤務表が事業所ごとに作成されていない。

○勤務表に従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務関係など

が明記されていない。

・常勤とは当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時

間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していることをいう。

【勤務表について】

・ 全ての従業者を記載し、事業所ごと、原則として月ごとに作成すること。

・ 介護保険外サービスに従事した時間が分かるように区別すること。

・ 従業者の日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

・ 法人代表、役員が管理者等の常勤従業者となリ雇用契約が必要とされない場合であっても、勤務時間、職務の内容等を

明確にすること。また、人員基準を満たすことを確認するため、出勤簿等により勤務状況の管理を行うこと。

○雇用契約書もしくは労働条件通知書等により当該事業所管理者の指揮命令

下にあること及び職務の内容が明確にされていない。

・ 常勤・非常勤を問わず、従業者に労働条件（雇用期間、就業場所、従事する業務（兼務の職務）、勤務時間等）を

書面で示すこと。（労働条件通知書・雇用契約書等を作成し、交付する）

○従業員等の資質向上に関する研修の機会が確保されていない。 ・前年末に翌年度の年間計画を立てるなど計画的に研修を行うこと。○従業者等の資質向上に関する研修の機会が確保されていない。

○研修（内部、外部を含む）の実施記録等が保存されていない。

○研修受講が必要要件となっている職種の者について、研修を受講していることが

確認できない。

・ 前年度末に翌年度の年間計画を立てるなど計画的に研修を行うこと。

・　外部研修へ参加し、その内容について伝達研修を行うなど従業員の資質の向上に取り組むこと。

・　研修実施後は資料等も含め、記録を残すこと。なお、加算の要件となっている研修については、記録がない場合、実施して

いたとは認められず、加算の要件を満たさない場合がある。

・指定申請又は変更届出書の提出の際、研修を受講する旨の誓約書による対応を行った事業所については、研修終了後速

やかに所轄庁へ所定の研修終了証を提出すること。

・評価の方法は任意（認知症対応型共同生活介護は別に通知発出）であるが、自己評価シートの作成、利用者等へのア

ンケート調査等により、事業所が提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ること。

勤務体制の確保等
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サービスの質の評価 ○提供するサービスの質について、自己評価とこれに基づく改善が行われていない。



地域密着型サービス事業者等に対する主な指導事項

地域密着型サービス共通

項目 よくある指摘事項 改善ポイント

41

衛生管理等 ○管理者が従業者の健康診断の結果を把握する等の管理を行っていない。

○感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知するなど、従業員が感染源となら

ないための措置がとられていない。

○事業者（通所系サービス・施設系サービス）が事業所内での食中毒及び感染

症の発生を防止するための措置をとっていない。

・雇用形態、勤務時間に関わらずすべての従業員等の健康状態について管理を行うこと。

・深夜業を1週に1回以上または1月に4回以上行う従業員等については6月以内ごとに１回健康診断を実施すること。

秘密保持等 【従業者の秘密保持について】

○従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関す

る秘密保持について、事業者と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知

書、誓約書等で取り決めが行われていない。

【個人情報の使用同意について】

○サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報を用いる場合

について、それぞれから文書による同意が得られていない。

【個人情報の取扱いの徹底について】

〇運営規程や重要事項説明書に、平成29年5月29日に廃止された「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」が引用されて

いる。

・新たに作成され平成29年5月30日から適用されている「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」に修正すること。

・従業者が、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密の保持について、退職後においても漏らさぬよう、就業規則、雇用契

約書、誓約書等に定めることにより確約しておくこと。

・家族の個人情報を使用する場合は、利用者だけでなく家族についても記名できる様式にしておくこと。必要最小限の個人情

報を得るようにすること。

苦情処理 ○苦情の内容が記録されていない、又はその様式や記録が整備されていない。

○苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを行っていない。

○苦情記録に「その後の経過」「原因の分析」「再発防止のための取組み」の記録が

されていない。

・相談や要望などについても記録し、苦情につながらないように対策すること。

サービスの質の向上に向けた取組みを自ら行うこと。

事故発生時の対応 ○事故・ひやりはっと事例報告が記録されていない。

○事故・ひやりはっとに関する記録の整備（処理簿、台帳の作成等）がされていな

い。

○事故記録等に「その後の経過」、「原因の分析」、「再発防止のための取組み」が

記録されておらず、また「再発防止のための取組み」が行われていない。

○報告すべき事故について市町村等に報告していない。

・事故の状況等によっては、各市町村の取扱いに応じて市町村等への報告を行うこと。

・事故が生じた際には、その原因を解明し再発防止の対策を講じること。

・事故・ひやりはっと事例発生時の状況及びこれらに際して採った処置等について事業所内で共有を行うこと。

会計の区分 ○各介護保険サービス事業ごと及び他の事業の経理・会計が区分されていない。

（訪問介護と障害福祉サービス、訪問介護と有料老人ホーム等）

・人件費、事務的経費等についても按分するなどの方法により、それぞれの事業ごとに会計を区分すること。

参照：「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」（H13.3.28  　老振発第１８号）

4
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地域密着型サービス事業者等に対する主な指導事項

地域密着型サービス共通

項目 よくある指摘事項 改善ポイント

41

地域との連携 ○概ね２月に１回以上（認知症対応型通所介護は６月に１回以上）運営推

進会議を開催していない。

○運営推進会議での報告、評価、要望及び助言等についての記録を公表していな

い。

・「運営推進会議」を設置し、基準に定められた頻度で活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営

推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けること。

・会議の開催後は報告等に係る記録を作成し、当該記録を事業所内へ掲示、ホームページへ掲載する等の方法により公表す

ること。

【報酬に関する基準】

介護職員処遇改善加

算・介護職員等特定処

遇改善加算・介護職員

等ベースアップ等支援加

算

○賃金改善を行う方法について、職員に対して周知していなかった。

○介護業務に従事しない職員(例：管理者、事務職員etc）に対し、介護職員

処遇改善加算の対象としていた。

○実績報告書の賃金額が不正確であった。（例：根拠資料の積算結果と相違し

ている、加算対象外(障害福祉サービス等）の職員分も合算しているなど)

○改善実施期間中に加算額に相当する賃金改善が完了していなかった。

〇介護職員処遇改善加算のキャリアパス要件Ⅲの資格に応じ昇給する仕組みにつ

いて、介護福祉士資格を有して入職した者が、その後資格に応じた賃金改善を受

けられる仕組みとなっていない。

・介護職員処遇改善計画書等を掲示する等の方法により、介護職員に周知すること。

・加算区分により周知が必要な事項を把握して漏れなく周知し、そのことが確認できるようにすること。

・実績報告書の内容を精査したうえで届け出ること。
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地域密着型サービス事業者等に対する主な指導事項

項目 よくある指摘事項 改善ポイント

【認知症対応型共同生

活介護】

身体的拘束等の適正

化（身体拘束廃止未

実施減算）

○「身体的拘束等の適正化のための指針」に必要な項目が盛り込まれていない。

○「身体的拘束等の適正化のための指針」に基づいた研修プログラムを作成し、定

期的な教育を実施していない。

○緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合に、その態様及び時間、利用者の心身の

状況、緊急やむを得なかった理由を記録していない。

○以下の減算事由に該当しているが、所定単位数の10/100に相当する単位数を

所定単位数から減算せずに請求していた。

　・身体拘束等を行う場合の記録を行っていない。

　・身体的拘束等適正化のための指針を整備していない。

　・身体的拘束等適正化のための定期的な研修が実施されていない。

　・身体的拘束等適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催

していない。

【身体的拘束適正化検討委員会】

・委員会の構成メンバーは、管理者及び幅広い職種の従業者により構成するほか、これらに加えて、第三者や専門家を活用し

た構成とすることが望ましい。

・身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。

・介護職員その他の従業者は、身体的拘束等の発生毎にその状況、背景等を記録するとともに、上記の様式に従い、身体的

拘束等について報告すること。また、委員会においては、報告された事例を集計し、分析すること。

・事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当

該事例の適正性と適正化策を検討すること。また、適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。

・報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。

【身体的拘束等の適正化のための指針】

事業者は以下の事項を盛り込んだ指針を整備すること。

・事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方

・身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

・身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

・事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針

・身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針

・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

・その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

【研修】

・指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的

拘束等の適正化の研修を実施すること。

・研修の実施内容を記録すること。
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地域密着型サービス事業者等に対する主な指導事項

項目 よくある指摘事項 改善ポイント

46

サービス別

【小規模多機能型居宅

介護・看護小規模多機

能型居宅介護】

サービス提供体制強化

加算

○利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は従

業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催していない、又は当該会議に従

業者の全てが参加していない。

○会議の開催状況について、その概要を記録していない。

○従業者ごとの研修計画が作成されていない。

・「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は従業者の技術指導を目的とした会議」の実施

については、全員が一堂に会して開催する必要はないが、従業者の全てが参加するものでなければならないこと。また、概ね１

月に１回以上開催されている必要があること。

・会議の開催状況について、その概要を記録すること。

・「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動

向を含め記載すること。

　利用者のＡＤＬや意欲

　利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

　家庭環境

　前回のサービス提供時の状況

　その他サービス提供に当たって必要な事項

・従業者ごとの研修計画については、当該事業所におけるサービス従業者の資質向上のための研修内容と当該研修実施のた

めの勤務体制の確保を定めるとともに、従業者について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた

計画を策定すること。

【認知症対応型共同生

活介護】

医療連携体制加算

○「重度化した場合の対応に係る指針」について、入所の際に利用者又はその家族

に対し当該指針の内容を説明し、同意を得ていない。

○医療機関等との連携状況の記録が不十分である。

・適宜、医療機関（主治医）との連絡・調整を行いながら、利用者に対する日常的な健康管理を実施し、それらの内容につ

いて適切に記録を残すこと。

・「重度化した場合の対応に係る指針」については、入所の際に入所者又はその家族に対して、当該指針の内容を説明し、同

意を得ておくこと。

【重度化した場合の対応に係る指針】

以下の内容を盛り込んだ指針を整備すること。

・急性期における医師や医療機関との連携体制

・入院期間中における認知症対応型共同生活介護における居住費や食費の取扱い

・看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針
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項目 よくある指摘事項 改善ポイント

46

サービス別

【認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介

護、地域密着型介護老

人福祉施設入所者生

活介護】

看取り介護加算

○「看取りに関する指針」について、入居の際に利用者又はその家族に対し当該指

針の内容を説明し、同意を得ていない。

・「看取りに関する指針」については、入居の際に利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明し、同意を得ておく

こと。

【看取りに関する指針】

以下の内容を盛り込んだ指針を整備すること。

・当該事業所の看取りに関する考え方

・終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方

・事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢

・医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む）

・利用者等への情報提供及び意思確認の方法

・利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式

・家族等への心理的支援に関する考え方

・その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員が取るべき具体的な対応の方法

・事業所の全ての利用者について、利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値）、栄養状態、口腔機能、

認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、以下に定める月の翌月10日までに、ＬＩＦＥを用

いて厚生労働省へ提出すること。

①算定開始月においてサービスを利用している者については、当該算定開始月

②算定開始月の翌月以降にサービスの利用を開始した者については、当該サービスの利用を開始した日の属する月

③①又は②の月の他、少なくとも６月ごと

④サービスの利用を終了する日の属する月

【ＰＤＣＡサイクルの推進及びサービスの質の向上】

・情報を厚生労働省へ提出するだけでは、本加算の算定対象とはならず、事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向

上させていくため、計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクル（ＰＤ

ＣＡサイクル）により、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体

的には、次のような一連の取組みを行うこと。

①利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサービス計画を作成する（Ｐｌａ

ｎ）

②サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止に資する介護を実施する（Ｄ

ｏ）

③ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性やサービス提供の在り方につ

いて検証を行う（Ｃｈｅｃｋ）

④検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービスの質の更なる向上に努める（Ａ

ｃｔｉｏｎ）
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【定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、夜間

対応型訪問介護以外】

科学的介護推進体制

加算

○厚生労働省へ提出すべき情報について、提出期限までに科学的介護情報システ

ム（ＬＩＦＥ）を用いて提出されていない。



○ 法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事案
などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る。

（業務管理体制整備の内容）

20未満

法令遵守責任者の選任

２０以上１００未満

法令遵守責任者の選任

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任

100以上

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守
に係る監査

区 分 届出先

① 指定事業所が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣

② 指定事業所が２以上の都道府県に所在し、かつ、２以下の地方厚生

局管轄区域に所在する事業者
主たる事務所の所在地の都道府県知事

③ 指定事業所が同一指定都市内にのみ所在する事業者 指定都市の長

④ 指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者（※２） 中核市の長

⑤ 地域密着型サービスのみを行う事業者で、指定事業所が

同一市町村内にのみ所在する事業者
市町村長

⑥ ①から⑤以外の事業者 都道府県知事

【届出先】

指定又は許可を受けて
いる事業所数（※１）

（※１） 事業所数には、介護予防事業所は含むが、みなし事業所及び総合事業における介護予防・生活支援サービス事業所は、含まない。
（みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハ及び通所リハ）であって、健康保険法の指定があったとき、
介護保険法の指定があったものとみなされている事業所のこと。

（※２）指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合の事業者を除く。（届出先は、都道府県知事） １

１ 介護保険事業者における業務管理体制の整備と届出先
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２ 業務管理体制の整備

方針の策定

規程・体制
の整備

評価・改善

【法令等遵守※１態勢※２の概念図】
【事業所数１００以上の事業者】

○法令遵守責任者の選任

○法令遵守規程の整備

○法令遵守に係る監査の実施

【事業所数２０以上１００未満の事業者】

○法令遵守責任者の選任

○法令遵守規程の整備

【事業所数２０未満の事業者】

○法令遵守責任者の選任

〈事業者自らの取り組み〉 〈法令による義務付け〉

業務管理体制は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備するものであ
り、事業者の規模や法人種別等により異なるものであること。また、省令で定める整備
の基準は、事業者が整備する法令等遵守態勢の一部であることに留意する。

※１ 法令等遵守とは、単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の目的（社会的要請）や社会通念に沿った適応を
考慮したもの。

※ ２ 「態勢」とは、組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組みを指している。

（ＰＬＡＮ）

（ＤＯ）

（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

２
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３ 業務管理体制の監督体制等

介護サービス事業者

業務管理体制の監督権者

【国】

指定事業所又は施設が３以上

の地方厚生局の管轄区域に

所在する事業者

【市町村】

地域密着型サービスの
みを行う事業者で、指
定事業所が同一市町村
内に所在する事業者

【都道府県】

同一都道府県内に指定事
業所又は施設が所在する
事業者及び事業所が二以
上の都道府県に所在する事
業者で、当該都道府県に法
人本部が所在する事業者
（３以上の地方厚生局管轄
区域に事業所が所在する事
業者を除く）

事業所等の指定等権者

【都道府県】

・居宅サービス事業所

・介護予防支援事業所

・介護保険施設

【市町村】

・地域密着型サービス事業所

・居宅介護支援事業所

居宅サービス事業所介護保険施設

地域密着型サービス
事業所

・業務管理体制の整備に関する届出
（法第１１５条の３２第２項）

・事務に関する報告、助言・勧告（法第１９７条第２項）

・報告、質問、立入検査の実施
（法第１１５条の３３）

・指定事業所等の
監査の実施等

等

（法第１１５条の３３第２項）

（法第１１５条の３３第３項 等）

・指定事業所等の監査情報の提供

・報告等の権限行使の際の連携

・指定等権者からの報告等実施の要請 等
・勧告、命令等（法第１１５条の３４）

（法第７６条第１項 等）

【指定都市】

指定事業
所又は施
設が同一
市指定都
市の区域
に所在す
る事業者

（法第197条第3項）
・事務に関する報告、助言・勧告

３

指定事業
所又は施
設が同一
市中核市
の区域に
所在する
事業者

【中核市】

届出に関する連携（法第１１５条の３２第５項）

【指定都市・中核市】
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特別検査

指
定
権
者
に
よ
る
指
定
事
業
所
の
監
査
に
お
い
て

事
業
所
の
指
定
取
消
処
分
相
当
事
案
発
覚

事
業
者
本
部
等
へ
の
立
入
検
査
等

改

善

勧

告

改善報告書提出

期限内に勧告に従わなかったときは、
その旨「公表」することができる

弁
明
の
機
会
の
付
与

改

善

命

令

公

示

都
道
府
県
等
に
立
入
検
査
等
の
結
果
通
知

他
の
指
定
事
業
所
の
指
定
・更
新
の
拒
否

（指定介護サービス事業所の指定取消処分相当事案が発覚した場合に実施）

正当な理由がなくてそ
の勧告に係る措置を
とらなかったとき公表

改善報告書提出

命令違反
したとき

当
該
事
業
所

の
指
定
取
消

組織的関与が認め
られた場合

（連
座
制
の
適
用
判
断
）

組織的関与が認めら
れなかった場合

他
の
事
業
所

は
指
定
・更
新

不備が認めら
れたとき

一般検査

報
告
等
を
求
め
届
出
内
容
の
確
認

出
頭
を
求
め
運
用
状
況
を
聴
取

事
業
者
本
部
等
へ
の
立
入
検
査

改善報告書提出

改善が見込まれない
とき

※ 効率的かつ効果的に実施する観点から、分けて実施することなく、
事業者側に出向き報告等を聴取することは差し支えない。
ただし、これは報告の徴収等であり立入検査ではないことに留意する。

以降の手順等については、
特別検査に同じ。

（届出のあった業務管理体制の整備・運用状況を確認するために定期的に実施）

４

４ 業務管理体制整備等の監督方法
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５ 業務管理体制を構築するプロセスと監督のイメージ

（会社法により求められる内部統制システム）

株主総会

取締役会

代表取締役等

各事業部門・
事業所等

（監督）

（A）基本方針の決議

（監督）

（Ｂ）内部統制システム体制
（業務管理体制含む）の整備

・リスク管理体制

・情報の保存、管理体制

・監査の実効性確保体制

等

（指示）

（報告）

（報告）

監査役

（Ｄ）（Aにつき）
事業報告

(E）監査報告

会
計
監
査
人

（連絡）

（Ｃ）（A、Ｂに
つき）監査

取締役 A 内部統制システムの基本方針の決議

代表取締役 Ｂ （Aを受け）内部統制システムの体制の整備
Ｄ Aの概要を事業報告に記載し、取締役会を経て株主総会に報告

監査役 Ｃ （A、Ｂにつき）監査
E （Ｃにつき）株主総会に監査報告

【立入検査での法令等遵守態勢の確認の視点】

１ 方針の策定

①法令等遵守の状況を的確に認識し、法令等遵守態勢の
整備・確立に向けた方針及び具体的な方針を検討している
か。

②法令等遵守に係る基本方針を定め組織全体に周知させ
ているか。

③方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に見直して
いるか。

２ 内部規程・組織体制の整備

①法令等遵守方針に則り、内部規程等を策定させ組織内
に周知させているか。

②法令等遵守に関する事項を一元的に管理する態勢（体
制）を整備しているか。

③各事業部門等に対し、遵守すべき法令等、内部規程等
を周知させ、遵守させる態勢を整備しているか。

３ 評価・改善活動

①法令等遵守の状況を的確に分析し、法令等遵守態勢の
実効性の評価を行った上で、問題点等について検証してい
るか。

②検証の結果に基づき、改善する態勢を整備しているか。

届
出
・運
用
状
況
確
認
等

・法令等遵守体制

５（注） システムの図は、監査役設置会社をベースとし一例示したものであり、事業者
の規模や法人種別等により異なることに留意すること。

53

99999
取り消し線



 

54 

 

業務管理体制の整備に係る届出事務の電子申請化について 

 

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 32 に基づく業務管理体制の

整備に係る届出については、従来、届出書の郵送等により提出をいただいている

ところですが、今般、行政手続きの簡素化及び効率化の推進の観点から厚生労働

省において「業務管理体制の整備に関する届出システム」（以下、「届出システム」

という。）が構築され、電子申請等による届出が可能となりました。 

なお、届出システムの運用開始後についても従来どおり、郵送等による届出は

可能です。 

【業務管理体制の整備に関する届出システムＵＲＬ】 

 https://www.laicomea.org/laicomea/ 

届出システムによる届出方法や操作方法につきましては、操作マニュアルを御

確認ください。 

※ 操作マニュアルは、届出システムよりダウンロードし、閲覧が可能です。 

 

【参考】業務管理体制の整備に関する届出が必要な場合 

 介護保険法に基づき、全ての事業者は、業務管理体制を整備し、事業所等の

展開の状況に応じ、以下１の事項について、関係行政機関に届け出る必要があ

ります。（介護保険法第 115 条の 32 第１項及び第２項） 

 また、以下の１又は２の事項に変更がある場合についても、届出が必要とな

ります。（介護保険法第 115 条の 32 第３項） 

１ 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 40 第１項

第１号から第４号に基づく届出事項 

第１号 事業者「名称」、「主たる事務所の所在地」、代表者「氏名」、「生年

月日」、「住所」、「職名」 

第２号 法令遵守責任者の氏名（フリガナ）及び生年月日 

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

２ 介護保険法第 115 条の 32 第２項各号に掲げる区分の変更（届出先の変更） 

事業所等の指定等により、事業者が管理する事業所が増減し、事業展開地

域が変更となり、届出先区分の変更が生じた場合 

◆詳細は、寝屋川市福祉部指導監査課のホームページを御確認ください。 

https://www.laicomea.org/laicomea/
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資料２ 
 

事業運営上の留意事項 

 

１．指定後の各種手続きについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56～59 

 

２．指定地域密着型サービス等の人員・設備・運営に関する基準及び介護報酬について 

  ・令和３年度介護報酬改定における改定事項について・・・・・・・・・・・・・60～66 

  ・大阪府認知症介護基礎研修のご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・67 

  ・新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱

い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68～70 

  ・通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じ

ている場合の３％加算及び規模区分の特例（厚生労働省HP掲載資料）・・・・・71～72 

  ・介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援

加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・73～76 

                                  

３．その他の留意事項について 

  ・介護サービス情報の公表制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77～78 

  ・介護職員による喀痰吸引等を実施する際の注意事項・・・・・・・・・・・・・・・79 

  ・生活保護法に基づく介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80～83 

  ・介護保険と障害福祉の適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84～85 

  ・高齢者虐待防止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・86～89 

  ・地域密着型サービス利用に係る条件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・90～91 


